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概　要

電子顕微鏡における収差補正技術開発の
世界的動向と日本の現状

　電子顕微鏡は、戦前の黎明期から産官学が結集して開発に取り組み、日本が長きにわ
たって世界をリードしてきた領域であった。その技術はお家芸と言われる域にまで発展
し、日本が開発した高圧〜超高圧電子顕微鏡は、1990 年に入ると 0.1nm に迫る最高分解
能を成し遂げ、世界各地の主要研究機関に多数設置された。しかし 1990 年代後半、ドイ
ツで開発された球面収差補正レンズは電子顕微鏡の分解能を飛躍的に向上させるもので、
ナノテクノロジーの時代背景も相まって世界中の注目を集めることとなった。欧米諸国
において次々と収差補正顕微鏡開発プロジェクトが発足し、それまで熱心ではなかった
米国までもが電子顕微鏡開発へと新規参入した。一時的に遅れをとった日本は危機感を
募らせたが、もともと高い技術力を有していた日本メーカーが、大学や公的研究機関と
のプロジェクト研究のもと高性能機器の開発に成功し、装置性能自体は再び世界のトッ
プレベルに比肩するに至っている。しかしながら、すでに欧米諸国では収差補正機開発
そのものは一段落し、今後 10 年〜 20 年先を見据えながら最先端顕微鏡を多機能・多様
化させ、ナノテク研究やバイオ研究の個別テーマへの応用展開を図るべく議論を深めて
いる。
　今後、日本でも新たなナノサイエンス局面を拓きつつ、装置開発も含めて世界をリー
ドしていくためには今後の基礎研究の進め方が重要となる。各大学や研究機関がそれぞ
れの得意分野に立脚した拠点を設け、これらを横断的・有機的につなぐオールジャパン
体制が今こそ強く望まれる。

出典：参考文献1）、Copyright ©Macmillan Publishers Ltd.
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1   はじめに

科学技術動向研究

電子顕微鏡における収差補正技術開発の
世界的動向と日本の現状

阿部　英司
客員研究官

　学校の理科室にある光学顕微鏡
は、おそらくは誰もが一度は覗い
た経験があるだろう。植物の切片
を拡大し、そこに「小さな部屋（セ
ル：細胞の語源）」を見いだすこと
で、子どもたちは目には見えずと
も小さな世界が存在することを知
る。およそ 300 年以上前、Leeu-
wenhoek は自身で磨き上げたレン
ズを用いて初めての顕微鏡を作製
し、次々と微生物を発見したので
あった。ただし、どれほど精巧に
レンズを磨いても、この顕微鏡で
捉えることのできる小さなものに
は限界が訪れる。可視光を線源と
する光学顕微鏡では、その波長で
あるおよそ 1µm（可視光波長：
380 〜 750nm）が原理的分解能であ
り（図表 11））、これより小さな対象
を捉えることはできない。
　電子が、粒子であると同時に波
としても振る舞うことは、20 世紀
科学のハイライトである量子力学
の発見であった。この電子の波と
しての性質を利用し、量子力学の
恩恵を最も直接的な形で応用展開
した例が電子顕微鏡である。20 世
紀初期に、ドイツの Ruska は世界
で初めての電子顕微鏡を作製し、
光学顕微鏡では越えられなかった
分解能の壁を打ち破った（図表 1）。

その功績により、Ruska は 1986 年
のノーベル物理学賞を受賞してい
る。電子顕微鏡開発の黎明期に、
我が国はいち早く産官学プロジェ
クト（日本学術振興会第 37 小委員
会）を立ち上げ、本分野のその後の
発展を世界的にリードすることに
成功した。1970 年代に OECD（経
済協力開発機構）が公表した「最も
社会に貢献した 100 の技術」に、日
本からは「新幹線」「トランジスター

ラジオ」「ビデオカメラ」「電子顕
微鏡」の 4 つがランクインしてい
る。1980 年以降、日本のメーカー
による電子顕微鏡が生物分子や物
質の原子配列などの高分解能観察
を次々と可能とし、その性能の高
さゆえ世界の主要研究機関にあま
ねく設置されるに至ったのである。
電子顕微鏡開発は日本の科学史に
残る成功を収め、「電顕ニッポン」
は世界中に知れ渡った。

出典：参考文献1）、Copyright ©Macmillan Publishers Ltd.

図表 1　光学顕微鏡から電子顕微鏡にわたる分解能の発展史

添字は開発者あるいはチーム名。括弧内の値は、電子顕微鏡の加速電圧を表す。

Ros s

A m ic i
A bbe

Rus k a(7 5 k V )

B orries an d Rus k a M a rton, 
A rden ne (1 00 k V )

D ietric h (200 k V )

S tuttgart  (1.2 M V )

Zac h, H aide r (1k V  S E M )

Nion
Haid er (200 k V )

TE A M  (3 00 k V ) /  
CRE S T (300 k V )



科 学 技 術 動 向　2010年 11月号

10

2   電子顕微鏡の発展史　―収差補正以前―

2─1
電子顕微鏡の発明

　量子力学は、素粒子である電子
が波としての性質も有することを
我々に教えたが、その運動量と波
長の関係は de Broglie の「物質波」
の概念によって定式化された。こ
れによれば、一定電圧のもと加速
され運動する電子は、可視光を遙
かに凌ぐ波長を有することが直ち
に導かれる。すなわち、電子に作
用するレンズがあれば、極めて高
い分解能の顕微鏡が作製できるこ
とを意味する。ソレノイド（導線を
巻き付けたコイル）磁場による電子
収束効果が、光学系における凸レ
ンズと等価な作用を持つことから、
さっそく電子と磁場レンズの組み
合わせによる「超顕微鏡」の開発が
試みられた。しかし，最初の試作
機の拡大率は 10 〜 20 倍程度であ
り、全く実用的な意味をなさなかっ
た（図表 2）。磁場レンズの性能が
全く追いついていなかったためで
ある。最終的な決定打となったの
は、コイルが発生する磁束をより
効果的に集中させるため、Ruska
が独自に考案した「ポールピース

（図表3）」と呼ばれるパーツであり、
これを挿入した磁場レンズが極め
て優れた電子収束特性（レンズ拡大

特性）を実現した。このポールピー
ス型磁場レンズを 2 段で用いた超
顕微鏡が、1934 年に電子顕微鏡と

して初めて光学顕微鏡の分解能を
越えた。その後、Ruska はシーメ
ンス社において電子顕微鏡の開発

図表 2　ドイツと日本における電子顕微鏡の開発初期史
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磁場漏れを抑えるため、コイル全体は軟鉄製のヨークで覆われている。コイルが発生した磁
束はポールピースの先端に果的に集約され、電子ビームは短い距離で焦点を結ぶ。

図表 3　ポールピース挿入型磁場レンズの断面模式図

  しかし、20 世紀末、電子顕微鏡
発祥の地であるドイツから再び革
命がもたらされた。電子顕微鏡に
用いる磁場レンズの「球面収差補正
機」が開発され 2）、頭打ちの感が
あった分解能の飛躍的な向上が、
優れたコストパフォーマンスのも
と実現されたのである（図表 1）。
この新技術に対して世界が素早く
反応し、欧米諸国で次々と収差補

正顕微鏡開発プロジェクトが発足
した。特に、本領域において従来
は傍観者であった米国が、政府主
導のもとに前例のない投資を行い、
電子顕微鏡開発・研究のイニシア
ティブをとるべく動き出した 3）。
この予想外の展開に対して、収差
補正機開発初期において我が国は
完全に一歩出遅れてしまった。
　本稿では、電子顕微鏡発展の歴

史を紐解きながら、現在の世界お
よび日本における収差補正電子顕
微鏡の開発動向を概説する。収差
補正技術がもたらした電子顕微鏡
の多様化・多機能化にも触れ、日
本がお家芸の真の奪回に向けてと
るべき長期的展望について私見を
述べたい。
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を続け、1939 年に最初の商用機、
さらに 1954 年には現行機の原型と
なる高分解能型商用機（エレミス
コープⅠ：分解能は約 1nm）まで
へと育て上げた（図表 2）。
　Ruska の成功は、高性能磁場レ
ンズの作製にあった。彼は、電子
顕微鏡開発にあたってそれほど量
子力学（電子＝波）を意識していな
かったとも言われており、とにか
く既存の理論に沿って磁場レンズ
を設計し、独自の技術的工夫によっ
てその性能を高めたのである。300
年以上前に、Leeuwenhoek がひた
すらレンズを磨き上げた姿勢に重
なる。

2─2
日本の躍進―産官学プロジェ

クトの輝かしい成功

　日本の電子顕微鏡の開発は、
1939 年、瀬藤（東大）を委員長とす
る日本学術振興会第 37 小委員会

（以下、学振 37 小委員会）の発足に
始まる 5）。この委員会には、電子
工学・物理・化学・医学等の広い
学問分野から学者・研究者が集結
するとともに、東京芝浦電気（株）（現
在の（株）東芝）、（株）日立製作所、（株）
島津製作所、日本電気（株）等のメー
カーの技術者も多数加わり、産官
学一体となって国産電子顕微鏡の
開発を目指した。委員会運営には、
大学、競合企業を問わず、得られ
たデータは全て公表するという非
常にオープンな方針が採られた。
また、当時は第二次世界大戦に突
入した時期でもあり、ドイツで開
発された最新の電子顕微鏡を輸入
することが出来なかったため、そ
れがかえって独自の開発を促すよ
い結果へとつながったとも言われ
ている。これらの状況がうまくプ
ラスに作用し、電子顕微鏡開発は
日本の科学史に残る成功を収めた
のである。世界の情報が溢れ、研

究の秘密主義が強くなった現在で
は、同様の状況を実現させること
は難しいかもしれない。皮肉なこ
とである。
　学振 37 小委員会の中心メンバー
であった笠井（電気試験所（現：（独）
産業技術総合研究所））は、電子顕
微鏡の黎明期に、目的は違えども
全く同様の装置である陰極線（電子
線）オシログラフを作製していた

（図表 2）。電子顕微鏡開発の重要
性にいち早く気づいた彼は、（株）日
立製作所へと異動し、すぐさま最
初の試作機（HU―1）と、国産初の
商用機（HU―2）の開発へと結びつ
けた。ドイツよりおよそ 10 年遅れ
て電子顕微鏡開発に着手した日本
であったが、委員会発足からわず
か数年で世界トップに比肩する装
置開発を成し遂げたのである。成
功要因には、①すでに電子光学基
盤技術があったこと、②産官学間
で常に互いの最新データを共有し、
委員会が高いレベルで実質的な機
能をしたこと、などがあろう。戦
後の復興期に入ると、風戸らによっ
て電子顕微鏡製作を主幹事業とす
る日本電子工学研究所（現在の日本
電子（株））が設立された。同社の商
用一号機（JEM―1）は、顕微鏡とし
てだけではなく、電子回折測定装
置としての機能も有しており、現
在の多機能電子顕微鏡の先駆けと
なった。ちなみに、50 年代後半ま
では東芝社も独自路線（静電レン
ズ）での電子顕微鏡開発を進めてい
たが、後に撤退した。その理由と
しては、静電レンズ性能の限界な
どの技術的な問題もあろうが、戦
後急激に成長した半導体等の他分
野へと技術者を振り分けなければ
いけないという、大会社ゆえの判
断が大きかったものと思われる。
同様の理由で、電子顕微鏡産みの
親であるドイツのシーメンス社も、
現在ではその製造を行っていない。
　初期開発以降、電子顕微鏡はユー
ザーの要望に応じてより高性能・
高分解能化への道を歩む。学振 37

小委員会を通して、総合的に高い
レベルでの基盤技術を築きあげた
日本企業のこの間の躍進は目覚ま
しく、日立社、日本電子社に代表
されるメーカーの日本製電子顕微
鏡が、世界の市場を日の出の勢い
で制していった。1966 年に京都に
て国際電子顕微鏡学会が開かれた
頃には、国内で生産された電子顕
微鏡はすでに 2500 台以上にのぼ
り、その半数以上が海外へと輸出
されていたらしい 5）。当時の電子
顕微鏡開発は、日本のお家芸と言
われる域にまで発展していた。
1970 年以降、電子顕微鏡の分解能
はさらに進歩を遂げ、生物分子や
物質中の原子までをも捉えるに
至った。
　この期間における高分解能化へ
の主流技術は、電子を加速する電
圧を高くし、すなわち電子運動量
を増加させ、波長を短くすること
で分解能を向上させようとするも
のであった。日本が、その高い技
術力を持って開発した高圧から超
高圧電子顕微鏡（加速電圧 400 〜
1250kV）は、1990 年に入るとほぼ
0.1nm に迫る最高分解能を達成し

写真：東京大学大学院工学系研究科
提供

図表 4　日本電子製の超高圧電子顕微
鏡（加速電圧 125 万ボルト）

図表 1において、収差補正以前に世界最
高分解能を達成した装置と同型機。
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（図表 1）、世界各地の主要研究機 関にフラッグシップ機（図表 4）と して多数設置された。

3   収差補正電子顕微鏡の登場

　超高圧機の開発により、1990 年
頃 に は 電 子 顕 微 鏡 の 分 解 能 は
0.1nm にまで至った。ここで図表 1
に目を戻すと、1990 年代に分解能
の伸びがこの 0.1nm あたりで頭打
ちになっていたことに気づく。過
去に、光学顕微鏡の分解能が 1µm
程度に留まったのは、前述のよう
に可視光波長による原理的限界で
あった。物質波の概念に基づき、
125 万ボルトで加速された電子の
波長を見積もると、1pm（ピコメー
ター：10―12m）のオーダーにまで達
していることが導かれる。すなわ
ち、0.1nm という値は、原理的分
解能からまだ 2 〜 3 桁もかけ離れ
ていたのである。当時の電子顕微
鏡の分解能は、磁場レンズの大き
な球面収差によって著しく制限さ
れており、その解決は電子顕微鏡
研究者の長年にわたる悲願だった。
本章では、1990 年代後半に 0.1nm
の壁を越える飛躍的な分解能向上
をもたらした磁場レンズ収差補正
機の原理と、その開発に至る経緯
を述べる。

3─1
球面収差とは

　波長オーダーの原理的分解能へ
と近づくためには、レンズが取り
込める入射波の範囲を十分に大き
くする必要がある（回折限界による
分解能∝波長／レンズ開口）。しか
しながら、凸レンズの端側を通過
する波は、焦点面における理想収
束位置からのずれが大きくなるた
め（図表 5 左）、取り込むことので
きる範囲は制限されてしまう。こ
のずれをもたらすのが、レンズの

球面収差である。
球面収差（Cs）の影
響 は レ ン ズ の 端
側、すなわち大き
な収束角αで伝播
される波ほど顕著
となり、その理想
収束点からのずれ
は Csα3 に比例す
ることが知られて
いる（光学では、球
面収差は 3 次の収
差と定義される）。
一 般 の 光 学 系 で
は、凹レンズと組
み合わせることによって球面収差
は補正される（図表 5 右）。電子顕
微鏡に用いる磁場レンズも凹レン
ズで補正できればよいのだが、電
子入射軸に対して回転対称である
磁場レンズ（図表 3 参照）では、基
本的に凸レンズ作用しか得られな
いのである。近年実用化された収
差補正技術では、非軸対称な多極
子レンズを用いて凹レンズ作用を
発生させるのだが、その基礎理論
1940 年代から与えられていた。

3─2
多極子レンズによる

収差補正機開発

　電子顕微鏡が未だ開発初期段階
にあった 1940 年後半に、ダルム
シュタット工科大学（独）の物理学者
Scherzer は遙か先を見越した研究
を次々と展開していた。例えば今
日「Scherzer 条件」として知られる、
電子顕微鏡で原子配列を映し出す
ための理論的光学条件は、装置性
能がそのレベルに達するずっと以

前 6）に提案されていた。彼はレン
ズ特性に関しても早い時期から卓
見しており、軸（回転）対称な磁場
レンズでは負の収差（凹レンズ効
果）を発生することができないこと
を理論的に示すとともに、多極子
レンズを多段に組み合わせること
によって球面収差補正が可能とな
ることを初めて提案した。多極子
レンズとは、平面内に配置された
複数の磁極によって構成される非
軸対称な構造を持つレンズであり、
磁極の数によって 4 極子、6 極子、
8 極子等がある。多極子レンズを
用いた収差補正法は、Scherzer の
アイデアを土台とする 4 極子―8 極
子の組み合わせ方式と、フランス
国立科学研究センター（CNRS）の
Hawkes の提案から始まった 6 極
子方式とに大別できる。それらお
およその発展史を図表 6 にまとめ
た。以下、4 極子― 8 極子型、6 極
子型それぞれの原理を簡潔に述べ
る。より技術的な詳細は、参考文
献を参照頂きたい 7 ～ 9）。

科学技術動向研究センターにて作成

図表 5　凸レンズの球面収差と、凹凸レンズの組み合わ
せによる補正の模式図

α
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3-2-1　 4極子―8極子レンズ
による収差補正

　多極子レンズを通過する電子
ビームは、レンズを構成する磁極
ペアの数で決まる対称性に従って、
軸中心から発散および収束のそれ
ぞれの方向に偏向される。一例と
して、図表 7 に 4 極子レンズによ
る電子ビーム形状変形の模式図を
示す。8 極子場においては、凹レ
ンズ作用である発散方向（図表 8）
への偏向が生み出す収差は、球面
収差と同じ 3 次のα依存性を持つ
ため、この方向に対しては収差補
正が可能となる。補正方向の制御
は、多極子レンズにおける偏向力
が磁極近傍で強く作用し、中心へ
近づくほど弱くなるという特性を
利用する。具体的には、まず 4 極
子場で X 方向へのみ強くビームを
絞り込み、伸びた Y 方向を 8 極子
場の発散方向に対応させ通過させ
ることで、Y 方向の収差が補正さ
れることになる。これを極性が反
転した 4 極子レンズを通せば、再
び円状のビーム（Y 方向のみ収差補
正済み）へ戻る。引き続いて、同様
の収差補正作用を X 方向に対して
も行えば、全体の球面収差が補正
できることになる。これら一連の
流れを、図表 8 に模式的に示した。
　収差補正機は、複数のレンズか
ら構成される複雑な構造を持つこ

科学技術動向研究センターにて作成

図表 6　多極子レンズによる収差補正技術開発史
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図表 7　非軸対称 4極子レンズによる
入射電子ビームの偏向効果

科学技術動向研究センターにて作成

図表 8　4極子、8極子レンズの発散・収束作用、および 4段 4極子－3段 8極子
多段レンズ構成による収差補正効果の模式図
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とが一目瞭然であろう。多段レン
ズにより、入射ビームを歪ませて
は元に戻す、といった過程を複数
回繰り返し、ようやく球面収差は
補正される。その際、多段レンズ
の各磁極一つ一つを相関させなが
ら、極めて高い精度で制御しなけ
ればならない。それまでの電子顕
微鏡が、基本的には一つのレンズ

（図表 3）のみを制御・調整すれば
よかったことを思えば、収差補正
レンズが要求する制御レベルは極
めて複雑かつ高度である。1970 年
代の初め、粒子ビーム制御の分野
ですでに際だった成果を挙げてい
たイリノイ大学（米）の Crewe によ
る収差補正機は、設計上の装置性
能は十分であったが、実際の分解
能改善は果たせなかった。補正機
を構成する磁極材料の不均一性に
起因する多極子作用の不具合や、
複数レンズを同時に微調整する手
段が十分に確立されていなかった
等、当時の技術的未熟さが主要因
であった。
　これら基盤技術にその後の進展
がもたらされ、次節に述べる Rose
―Haider 型補正機の成功に続いて、
1999 年に 4―8 極子型収差補正機は
ケンブリッジ学派の流れをくむ
Krivanek らにより実用化された 10）。
彼らは、現在ではさらに高次収差（5
次の球面収差）も補正する高分解能
補正機を開発するまでに至ってい
る 11）。なお 4―8 極子型補正機は、
試料上へ電子ビームを収束する作
用のみに働くため、試料透過後の
電子波面の収差補正を必要とする
透過型電子顕微鏡法（TEM）に用い
ることは出来ない。この原理的制
限もあり、4―8 極子型補正機は制
御が比較的優しい低加速走査型電
子顕微鏡（SEM：加速電圧 1kV）に
てまずは実現された 12）という経緯
がある（1994 年：図表 1）。

3-2-2　 6極子レンズによる 
収差補正

　6 極子レンズでは、前述の 4―8

極子構成とは異なり、相対する磁
極に異なる極性が配置される（図表
9 左上）。すなわち、光軸を挟んで
両極側近傍を通過する電子は、そ
れぞれ同一方向への偏向を受ける
ことになる。前節で述べたように、
多極子レンズにおける偏向作用の
強さは、磁極へ近づくほど強く、
また中心へ向かうほど弱くなる。
図表 9 上の模式図において、光軸
より遠ざかる力を受ける A 入射の
電子は、6 極子場を通過中にその
偏向力が次第に増していく一方、
光軸へ向かう B 入射の電子が受け
る偏向力は次第に減少していく。
これらの作用は総じて、光軸から
離れる方向へと働く凹レンズの効
果を生み出す。この発散偏向のα
に対する依存性が 3 次であるため、
球面収差補正が可能になるという
仕組みである。6 極子レンズはそ
の特性上、4―8 極子のような特定
方向へのビーム変形過程（図表 7）
を必要としない利点があるが、極
めて大きな 3 回非点収差（αに対す
る 2 次の収差）を生じ、ビーム形状

を 3 角形へと歪ませてしまうとい
う致命的欠点がある（図表 9 右上）。
それゆえ 6 極子場は、種々の理論
的試みはあったものの、実現は無
理であろうとの認識が主流を占め
つつあった。しかし、Scherzer の
研究室を引き継いだ Rose が「転送
レンズ（transfer― lens）の挿入」とい
う見事な解決策を着想し 13）、一気
に実用化へとつなげたのである。
　図表 9 下に、Rose 型 6 極子補正
系の構成を示す。互いに反対称な
磁極配列となるように 2 つの 6 極
子レンズが配置され、最初の 6 極
子Ⅰで発生した 3 回非点収差を次
の 6 極子Ⅱで打ち消せるように
なっている。この働きを可能にす
るのが、収差補正を行うべき対物
レンズの後焦点面を、それぞれの
6 極子レンズの光学的主面へと逐
次伝達する転送レンズである。こ
の転送レンズの見事なアシストを
含めた一連の動作により、6 極子
型は 3 次の球面収差補正を成し遂
げる。Rose 型補正機は、最終的に
彼の学生であった Haider が設立し

科学技術動向研究センターにて作成

図表 9　6極子レンズの発散・収束作用、および 6極子－転送レンズ多段構成に
よるRose-Haider 型収差補正機の模式図
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た CEOS 社 14）により実機開発がな
され、1995 年、収差補正による電
子顕微鏡分解能向上を世界で初め
て実現するに至った 2）。6 極子型
補正機は、電子ビーム収束タイプ

（STEM）と試料透過波補正タイプ
（TEM）のいずれの電子顕微鏡にも
用いることができることから、現
在の主流補正機となっている。

3─3
収差補正開発の鍵

―なぜ日本でできなかったの
か？

　その原理の提唱からおよそ 50 年
の歳月を経て、20 世紀末に多極子
レンズ収差補正技術は実現に至っ
た。理論はあっても技術の未成熟
さが実機開発を阻む、といった状
況はいずれの領域にでも数多例は
あろう。電子顕微鏡は日本が最も
進んだ基盤技術を有していたので
あれば、収差補正技術を最初に開
発できたはずではないか、といぶか
しむ声が上がるのも無理はない。以
下、収差補正技術開発の鍵となった
要因や背景をいくつか挙げてみる。

1）自動制御ソフトウェアの開発
　極めて高精度な制御が要求され
る多極子多段レンズ群を自動的に
光学チューニングするソフトウェ
アの開発が、商用機実現の最終的
な鍵であった。この点、コンピュー

ターの計算能力が急激な成長をな
し遂げた昨今の状況が、収差補正
機開発を強力に後押ししたことは
特筆すべき時代背景である。日本
のメーカーは概してハード（装置本
体）至上主義であり、ソフト開発を
軽んずる傾向にあったことが裏目
に出たと考えられる。

2）ベンチャー型の起業
　収差補正機開発社である CEOS
社（独）や Nion 社（米）15）は、いずれ
も個人の発想を小規模な人員構成
で展開するベンチャー企業であっ
た。Nion 社の技術者の殆どは博士
号取得者であり、個々の高い専門
能力が技術開発を根本から支えて
いる。博士取得者がむしろ日本企
業から敬遠されがちな現状も含め
て、我が国におけるベンチャー起
業の難しさが収差補正機開発を阻
んだ一因とも指摘できる。

3）基礎研究と人材
　前述のように、英国やドイツを
中心とする収差補正機開発は、大
学での数世代にわたる基礎研究が
実を結んだ結果である。実用化へ
決定的なアイデアとなった Rose の
転送レンズは、Ruska のポールピー
スに匹敵する大きなブレークス
ルーであった。過去 50 年間を振り
返ると、日本においても電子光学・
収差補正に関する基礎研究として
一部に萌芽的な試み、例えば岡山
による SEM（30kV）用補正機 16）、
志水・高井ら大阪大グループによ

る変調結像型収差補正 17）などが
あった。しかし、現在の主流となっ
た高エネルギービーム用多極子補
正機に関する継続的研究は大学等
でなされておらず、収差補正機実
現の最終的な発想を生み出すため
の土壌は極めて乏しかったと言わ
ざるをえない。

　上記 1）、2）はしばしば日本の企
業・産業体質に照らして議論され
ることであり、収差補正機開発に
出遅れた原因の一部となったかも
しれないが、筆者はおそらく直接
的な主因ではないと考えている。
技術的なブレークスルーをもたら
した Rose の転送レンズは、電子光
学に携わる者にとってはまさに「コ
ロンブスの卵」の着想である。この
アイデアは、地に足を着け、継続
的な基礎研究を怠らなかったドイ
ツにおいてこそ生まれ得たのだと
考える関係者は、筆者だけではあ
るまい。収差補正技術は、ある日
突然に現れたものでは決してない。
収差補正理論は頭の片隅にあり、
かつ潜在的な開発能力は十分に有
していたものの、その技術実現は
困難、もしくはかなり先のことで
あると決めてかかっていた日本の
研究者・技術者では実機開発に至
れるはずもなかろう。長きにわた
り、電子顕微鏡の世界市場で「一人
勝ち」状態であった当時の日本の関
係者が失っていたのは、学振 37 小
委員会時代の挑戦心と情熱であっ
たかもしれない。

4   収差補正顕微鏡の世界的展開（2000 年〜）

　2000 年の米国によるナノテクノ
ロジー・イニシアチブの提唱以降、
ナノテク研究必須ツールである電
子顕微鏡は存在力を高めていた。
その最中での、収差補正機の登場
は世界の注目を大いに集めること
となった。前世代の高加速電圧に

頼る高分解能化は、結果として非
常に高いエネルギーを持つ電子
ビームを用いるため、観察中の試
料損傷が激しく、半導体やバイオ
系試料への適用が著しく制限され
てしまっていた。レンズ収差補正
によれば、比較的低い加速電圧、

すなわち低エネルギーでも従来を
遙かに凌ぐ分解能を得ることがで
き、電子顕微鏡の観察対象範囲を
飛躍的に拡大できる。その重要性
に世界がいち早く反応し、欧米諸
国に次々と収差補正顕微鏡関連プ
ロジェクトが発足した。
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4─1
世界の収差補正

プロジェクト動向

　図表 10 に、世界各国で展開され
た収差補正電子顕微鏡の主要プロ
ジェクトをまとめた。以下、それ
ぞれを簡潔に概説する。
・SuperSTEM（英）
　英国は、原理・開発を先導して
きた収束電子ビームを走査するタ
イプの透過電子顕微鏡法（STEM）
に特化し、その高性能化を目的と
して SuperSTEM プロジェクトを
進めている 18）。収差補正レンズに
より、0.1nm 以下にまで絞り込ん
だ高輝度・高干渉電子ビームを用
いることから、近年その進化が著
し い 放 射 光 施 設 と 対 比 し て“A 
Synchrotron in a Microscope（顕微
鏡でのシンクロトロン）”と銘打っ
ている。SuperSTEM は世界でも
いち早くスタートした収差補正関

連プロジェクトのひとつである。
・TEAM（米）
　2000 年、米国はエネルギー省

（DOE）主導のもと“TEAM”（Trans-
mission Electron Aberration ― 
corrected Microscope）プロジェク
トを立ち上げ、主要国立研究所に
収差補正電子顕微鏡を設置しつつ、
装置開発でもイニシアティブをと
るべく動き出した 3）。実態として
は、FEI 社や米国内に拠点を持つ
日本電子社、日立社等のメーカー
との連携を密にし、最新装置を随
時導入していくスタイルをとった。
TEAM プロジェクトは、特に FEI
社の躍進の源となった。
・SATEM／SESAM（独）
　ドイツでは 2000 年前後より、収
差補正機を開発した CEOS 社と国
策会社である LEO 社を中心とし
て、高分解能電子顕微鏡の開発を
目指した SATEM（Sub―Ångstrom
―TEM）、および分光測定の高分解
能化も併せて行う SESAM（Sub―
Electronvolt and Sub ― Ångstrom 
Microscope）の 2 つのプロジェクト

が発足した。
・ESTEEM（欧州連合）
　米国の TEAM に対抗すべく、
2006 年 に EU 連 合 も“ESTEEM”

（Enabling Science and Technology 
for European Electron Microsco-
py）を立ち上げ、EU 諸国間の連携
と要素技術開発に着手した 19）。そ
のプロジェクト名が示すように、
単に装置技術開発に留まらず、そ
こから新しいサイエンス展開を生
み出すことを主目的としている。
そのため、研究者ネットワークの
構築を重視している。
　収差補正機実現に伴う世界規模
での電子顕微鏡プロジェクト展開
のなかでも、従来はその開発に傍
観者であった米国が前例のない投
資を行い、当該分野へ本格的に参
入してきたことは日本の関係者に
少なからぬ衝撃をもたらした。上
述のように、米国 TEAM プロジェ
クトの背景にはナノテクノロジー・
イニシアチブの立ち上げがある。
時のクリントン大統領によるナノ
テク提唱の際に引用された、ファ

科学技術動向研究センターにて作成

図表 10　世界の主な収差補正電子顕微鏡プロジェクト



電子顕微鏡における収差補正技術開発の世界的動向と日本の現状

17Science & Technology Trends   November  2010

インマン博士の有名な 1959 年の講
演“Plenty of room at the bottom”20）

中には電子顕微鏡の重要性も明確
に指摘されており、これが TEAM
のきっかけとなったことは想像に
難くない。
　一台の設置費が数 10 億円かかっ
ていた超高圧電子顕微鏡と比べれ
ば、収差補正顕微鏡は 3 〜 6 億円
程度であり、格段にコストパフォー
マンスに優れている。それゆえ、
国主導型プロジェクトであるにも
かかわらずその費用はいずれも 20
億円前後と比較的少額規模であり、
総じて優れた対投資効果が期待さ
れた。こうした需要熱の高まりの
もと、収差補正機導入に素早い対
応をした FEI 社の電子顕微鏡の基
盤技術・生産性が急激に高まり、
日本メーカーの独擅場であった世
界市場を大きく再編していった。
　FEI 社は、総合電機メーカーで
あるフィリップス社（オランダ）の
電子顕微鏡部門が切り離された際、
イオンビームを扱っていた米国企
業の FEI 社を買収することで、技
術者たちがフィリップス社から独
立したという経緯を持つ。前フィ
リップス時代は汎用性重視の電子
顕微鏡開発との印象が強く、日本
メーカーを大きく凌駕する高性能
機に本格的に着手することはな
かった。しかし大会社の足かせが
外れたことで、FEI 社の技術者た

ちは思う存分、高性能を追求する
収差補正顕微鏡を作る機会を得た。
ここでもベンチャーマインドが良
い方向に働いたと言える。こうし
て生まれた“TITAN”（図表 11）と
名付けられた同社のフラッグシッ
プ機は世界から極めて高い賞賛を
受け、TEAM プロジェクトの中核
をなす機種になるとともに、日本
製の電子顕微鏡に替わって世界の
主要研究機関に次々と設置されて
いった。

4─2
日本における収差補正 

顕微鏡開発（2004 年〜）

　米国 TEAM プロジェクトの後
ろ盾もあり FEI 社が目覚ましく躍
進する傍ら、日本メーカーは収差
補正機導入初期の流れに完全に乗
り遅れた。FEI 社が TITAN の開
発には箝口令を敷き、研究開発を
秘密裏に進め情報公開を制限して
いたという経緯もある。FEI 社の
旋風は海外のみならず、日本国内
の顕微鏡ユーザーの中核をなす研
究機関、例えば東北大学金属材料
研究所、（独）物質・材料研究機構、
JFE スチール（株）や新日本製鐵（株）
の解析研究所などまでもが、次世
代先端機として TITAN を導入す
るに至り、日本のメーカーも事の
深刻さを強く認識した。しかしあ
る意味、この「黒船」の襲来は国内
の緊張感を高め、再び世界トップ
を目指そうとする気概を生み出す
効果をもたらしたとも言える。や
や出遅れたものの、その傷が深ま
る前に、我が国においても収差補
正機開発の個別プロジェクトが直
ちに（独）科学技術振興機構（JST）の
支援のもと開始された（図表 10）。
もともと高い基盤技術を有してい
た日本電子社は、短期間のうち立
て続けに独自の収差補正装置を作
製し、すぐさま分解能競争の先頭

へと躍り出ることに成功した 21）。
図表 1 に、現時点における世界最
高分解能を表す CREST と示され
た点は、この JST 支援の成果であ
る。
　JST の 戦 略 的 創 造 推 進 事 業

（CREST）の成果としてさらに特筆
すべきは、既存技術の模倣にとど
まらず、独自のアイデアを盛り込
んだ新しいタイプの収差補正レン
ズ開発を遂げたことである 22）。原
理的には転送レンズを用いる Rose
方式をベースとするが、従来の 2
段にもう 1 段加えた 3 段の 6 極子
レンズ構成とし、これらを絶妙な
回転角で配置することによって 6
回対称の非点収差を打ち消せるこ
とを見いだしたのである（図表 6 の
2009 年に記載）。収差補正レンズ
特性を一段と改善するこのアイデ
アは、世界的にも非常に高い評価
を受けており、電顕ニッポンの基
礎技術力の高さを改めて内外へア
ピールすることとなった。また、
現在 CREST では次に補正すべき
レンズの色収差に関しても技術開
発が進行中であり、同技術の開発 23）

を進める CEOS 社の後塵を再び拝
することのないよう、研究開発が
進められている。
　日本国内プロジェクトの成果と
して、高性能収差補正顕微鏡の開
発は成功を収め、初期の出遅れは
十分に取り戻したと言える。しか
しながら冷静に収差補正顕微鏡
フィーバーを顧みれば、FEI 社に
しても収差補正レンズそのものは
100%CEOS 社に依存しており、こ
の現状は日本メーカーの主たる商
用機にもあてはまる。すなわち、
いまだ CEOS 社が全体のキャス
ティングボートを握っていること
を忘れてはならない。次章に述べ
るように、電子顕微鏡の高性能化・
多機能化に伴い、顕微鏡本体より
もその周辺・付属装置の重要性が
増すという傾向が、より一層強く
なってきている。

出典：FEI 社提供

図表 11　FEI 社の収差補正電子顕微鏡
TITAN（加速電圧 300kV）



科 学 技 術 動 向　2010年 11月号

18

5   今後の展開 — 最先端電子顕微鏡の多機能化・目的特化

　現代の電子顕微鏡は、単に拡大
して原子を見るためだけの装置で
はない 24）。計測の 3 大基本である
Diffractometry（ 回 折 法 ）、 Spec-
troscopy（分光法）および Micros-
copy（顕微鏡法）といった一連の測
定を、試料中の微小同一領域につ
いて行うことができる総合的計測
装置である 25）（図表 12）。SPring―
8 に代表される現代の放射光施設
が、測定目的や対象試料に特化し
てビームラインを持つのと同様に、
最先端電子顕微鏡も特定手法に主
眼を置き、目的性能を最大限引き
出すための装置設計を行う機会が
増えている。これを踏まえた今後
の電子顕微鏡展開を、技術開発と
基礎・応用研究のそれぞれの側面
から述べてみたい。

5─1
周辺機器を含めた技術展開

　前節で触れたように、収差補正
レンズの登場は、それまでは顕微
鏡本体に含まれるべきパーツで
あったレンズの一部分が周辺装置
となり、顕微鏡本体よりも付属装
置の重要性が増すという主従逆転
の構図をもたらした。この兆候は、
実は収差補正機登場の以前より芽
生えていた。例えば、特性 X 線や
電子エネルギーの分光器は今に至
るまで、専門のメーカーが電子顕
微鏡メーカーに提供する周辺装置
である。それゆえ、分光性能を重
視するユーザーにとって、顕微鏡
本体の選択は二の次となっていた。
分光器の殆どは海外メーカー製で
あるため、国内電子顕微鏡メーカー
はここでも主導権を握られつつ
あった。米国 Gatan 社は、世界の
マーケットをほぼ独占する電子エ

ネルギー分光器メーカーであるが、
収差補正レンズの出現と同期して
次々と高性能機へとバージョン
アップし、一定量の世界ユーザー
を常に確保し続けている。現在は、

「顕微鏡本体は副次的」という状況
がより一層顕在化しつつあるが、
米国 FEI 社は CEOS 社や Gatan 社
との連携を密にすることで、現在
の成長を遂げている。
　収差補正機の登場と、付随する
周辺装置の高性能化も相まって、
電子顕微鏡本体はより一層の高度
化を迫られている。国内メーカー
がとるべき道は①顕微鏡本体性能
の一層の向上を図る、と同時に、
②独自の高性能分光器開発にも着
手する、の2点となろう。これらは、
2006年より文部科学省が始めた「次
世代の電子顕微鏡要素技術の開発」
プロジェクトによって対応が図ら
れている。その採択テーマ中には、
電子銃や記録媒体といった要素基
盤技術に加えて、国内独自の特性
X 線高分解能分光器の開発も含ま

れており、順調に成果を挙げつつ
ある。しかし、一度のプロジェク
トでは、周辺機器も含め多種多様
に展開する電子顕微鏡法の全て（図
表 12）を網羅しきれないことを考
えると、今後も継続的な対応が必
須であろう。特に、最重要手法の
一つである電子エネルギー分光器
の商用機開発までを見越したプロ
ジェクトが行われていない。今現
在で高いポテンシャルを有する
Gatan 社に無理に対抗し関係を損
ねる必要は全くないが、中長期的
には、部分的にせよ国内機器開発
に着手すべきであろう。
　収差補正機の効果は、単に最高
到達分解能を上げるのみに留まら
なかった。まず、その場観察（in―
situ observation）の可能性がより一
段と拡大した。対物レンズはその
構造上において、レンズ内部に試
料を設置する（図表 2）のだが、従
来はこの試料スペースを極小化し
犠牲とすることで、球面収差をで
きるだけ小さく抑えて原子分解能

科学技術動向研究センターにて作成

図表 12　先端電子顕微鏡法の多様化・多機能化への展開

Spectroscopy
• EDX
• X XES
• EELS

Microscopy
•
•
•
•
•

TEM :

STEM :

• CBED
•
•

In-situ observation

Diffractometry •
•

•
•
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を実現していた。収差補正後は、
原子分解能を維持したまま、この
試料スペースを数 cm オーダー（以
前は数 mm オーダーであった）ま
で拡充した設計が可能となった。
それゆえ、収差補正以前は挿入が
困難であった、複雑形状をもつよ
うなその場観察用の試料ホルダー
の使用が可能となっている。最近
の際だった試みとしては、国内外
を含めて、触媒作用のガス雰囲気
その場観察に特化した顕微鏡・ホ
ルダー設計に関する個別プロジェ
クトが立ち上がっており、「環境・
雰囲気制御型電子顕微鏡」という技
術領域を形成しつつある。
　もう一つの大きな流れは、従来
の透過型電子顕微鏡を大幅に低加
速電圧化した状態での高分解能観
察を実現し、従来の 100 〜 200kV
機でも試料損傷が顕著であった有
機ソフト・バイオ系試料の原子像
観察の道を拓こうとするものであ
る。Nion 社はごく最近、60kV 電
子顕微鏡の開発により、ボロンと
窒素からなる原子一枚シート物質

（炭素におけるグラフェンと相似の
構造）の原子識別解析に成功し、
Nature 誌の表紙を飾る大きなイン
パクトを与えている 26）。日本でも、
CREST により開発された（独）産業
技術総合研究所の 30 〜 60kV 電子
顕微鏡がカーボン材料の詳細解析 27）

を行っており、この研究領域では
世界の先陣を走っている。
　ここで超高圧電子顕微鏡にも触
れておく。従来に比べてその守備
範囲が狭まったとはいえ、超高圧
仕様でしかできない観察法がある
ことは疑いの余地がない。例えば、
無機系・生物系ともバルクに近い
状態の厚い試料の観察、種々の計
測法の加速電圧依存性の物理、等々
がある。超高圧電子顕微鏡は、日
本が長きにわたり築き上げた世界
に誇る技術であり、その継承の観
点からも、収差補正ができたから
といってこれらを直ちにゼロとす
べきではないだろう。現在、主要

大学・研究機関の超高圧電子顕微
鏡拠点において、順次、目的特化
型の設計に基づく装置の更新が進
められている。
　本稿では全ての技術を紹介しき
れないが、上記のように、収差補
正後の先端電子顕微鏡の多機能化
および多様化の流れは世界で急速
に進展している。研究者や技術者
は常にアンテナを張り、世界の流
れに遅れることなく、独自のアイ
デアを生み出す機会を常にうかが
うべき重要な時期である。今後の
装置開発で強く留意しておかねば
いけない点は、既存技術集積で平
均点に優れた「万能型」商用機もさ
ることながら、観察対象・目的に
特化した「オンリーワン型」の顕微
鏡設計も肝要であるということで
ある。特に研究者は、後者にこそ
独自アイデアを盛り込んで世界を
リードしなければいけない。

5─2
収差補正顕微鏡による

基礎・応用研究展開

　科学史において、計測性能の飛
躍的向上は、しばしば新たな科学
的知見をもたらしてきた。収差補
正レンズ開発から十数年が経ち、
その技術がほぼ確立した現時点の
世界動向は、高性能化・多機能化
した最先端電子顕微鏡を用いてい
かにしてナノ・バイオ研究の新展
開を図るか、というフェーズへと
移行している。EU 連合の ESTEEM
は、この視点からのプロジェクト
となっていることは前述の通りで
ある。米国 TEAM プロジェクト
も 2010 年で役目を終えた後、現在
は共同利用ネットワークを拡充す
ることに主眼が移され、顕微鏡ユー
ザーの裾野拡大を目指している。
この流れは、電子顕微鏡の収差補
正技術が「目的特化した専門性の高
いユーザー」の要求に応えただけで

なく、「汎用性向上による一般ユー
ザー層の拡大」という効果をもたら
していることを意味する。我が国
もお家芸の真の復興という意味で、
この機を逃すことなくナノテク分
野やバイオ分野へと広く応用展開
する機会を設けると同時に、専門
家によるしっかりとした基礎固め
を図ることが肝要と考えられる。

5-2-1　 応用展開：ユーザー層
裾野の拡大

　収差補正電子顕微鏡では、その
光学的調整はコンピューターによ
る自動方式であり、従来の原子像
観察に求められた職人的技術はも
はや必要とされない。その結果、
専門家でなくとも技術的には電子
顕微鏡の操作が容易となった。ま
た、収差補正による電子ビーム輝
度の 1 〜 2 桁の向上による分析効
率の大幅な改善は、従来は一日仕
事であった測定が数分〜数時間程
度で行えるという大きな時間的メ
リットももたらした。これらの効
果に代表されるように、収差補正
技術はそれまで専門家限定であっ
た高性能電子顕微鏡を、より一般
的な分析装置として広めることを
助けた。汎用性を重視する企業研
究所が、大学や国立研究所に先行
して収差補正顕微鏡の導入を進め
ていったのは、特筆すべき出来事
である。汎用装置として成熟し、
ユーザー裾野が拡がることは、従
来は使用機会が殆ど無かった様々
な研究分野においても、先端電子
顕微鏡で解析するケースが増える
ことを意味する。すなわち、いず
れの分野の研究者でも新たな発見
に出会える可能性が格段に増す。
ナノテク材料の代名詞であるカー
ボンナノチューブも、飯島博士が
常に電子顕微鏡に近い環境であっ
たからこそ発見されたことが思い
起こされる。日本における共同利
用システムとしては、収差補正機
以前より始められていた文部科学
省の「ナノテクノロジー総合支援プ
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ロジェクト（通称ナノ支援）」28）が継
続されており、現在も収差補正顕
微鏡の利用機会を促進している。
また、最近では民間の依頼分析に
も収差補正顕微鏡の環境が整いつ
つある。

5-2-2　 基礎研究：専門家ネット
ワークの構築

　収差補正開発後、多機能・多様
化へ広く展開した電子顕微鏡を最
大限活用し、新たな発見の機会を
促進するためには、それぞれの専
門領域における基礎的理解をより
一層深めることが最重要課題とな
る。例えば、収差補正レンズを用
いれば今や電子ビームを 50pm 以
下の領域にまで絞り込むことが可
能であり、ほぼ量子力学の限界に
迫る状態にある。このような極微
小ビームを入射した際、電子は試
料中をどのように伝播していくの
であろうか？　試料内での弾性散
乱、非弾性散乱や、特性Ｘ線の発
光などは従来の電子散乱理論の延
長で理解できるのだろうか？　こ
ういった疑問があらゆる場面で出
てくるであろう。まだ教科書に存
在しないこれら一つ一つの現象を、
理論・実験の両面で検証していく
基礎研究が、次世代ナノ研究を世
界的にリードする鍵となる。つま

り、「何を観ているのか」を正しく
把握しておかないと、新しい発見
に出会ったとしても研究者はそれ
を見落としてしまう。科学的発見

（セレンディピティ）は、それを見
るべき人（そうだと分かる人）に
よってのみ見いだされるのである。
　現代の基礎研究は、広範に多様
化、細分化した領域全てを一人の
研究者が行うことはできないよう
になっている。図表 12 に示した項
目でさえ、筆者が思いついて記し
た一部の研究領域にすぎないかも
しれない。お家芸と呼ばれただけ
に、日本国内には電子顕微鏡に携
わる研究者は多く存在する。多様
化した専門領域について、各大学
や研究機関がそれぞれの得意領域
の研究に立脚した拠点を設け、こ
れらを横断的・有機的につなぐ
オールジャパン体制が今こそ強く
望まれる。力を十分に発揮するた
めには、装置だけではなく人的ネッ
トワークを通して、深いところで
根はつながるべき各専門の知識・
情報を共有し、世界に先駆けた新
しいアイデアの創出を図ることが
必要となる。発想としては、米国
の TEAM というよりは、欧州連
合の ESTEEM 寄りが望ましいと
言えるかもしれない。オールジャ
パン体制下で、各拠点が国内電子

顕微鏡メーカーと連携し、得意分
野を活かすオンリーワン型の装置
設計を目指すことで得られる技術
的ノウハウが、測定困難であった
ナノ試料の観察を可能にする新た
な装置開発へとつながりうる。こ
れら新装置は新たなユーザー層へ
の興味を引きつけることとなり、
さらなる裾野拡大へと直結するこ
とが大いに期待される。このよう
な試みの先駆けとして、現在特定
領域研究が始められている 29）。
　本節を小括すると、電子顕微鏡
の今後の展開として、①汎用性を
高めた装置でユーザー裾野を拡大
すること、②目的特化した装置で
各専門手法を深めていくこと、の
2 点が肝要だと思われる。装置開
発としては相反するコンセプトに
見えるが、この 2 点が相容れない
ものだということは決してない。
山を大きくするためには、裾野を
拡げることと、頂を高くすること
の両方が大事である。頂を高くし
ようとする基礎研究は、必ずやユー
ザー裾野を拡げるための新しい装
置開発へもつながるのである。電
子顕微鏡の今後を議論する際、「汎
用性」と「専門性」が混同されている
場面をしばしば見受けるが、よく
整理しながら方向性を見極める必
要がある。

6   おわりに

　1990 年代後半、電子顕微鏡性能
を飛躍的に向上させた収差補正レ
ンズ機は革命をもたらし、ナノテ
クノロジーの時代背景も相まって
世界中の注目を集めることとなっ
た。発祥の地のドイツのみならず、
米国までもがその開発に着手する
自体となり、電子顕微鏡をお家芸
としていた日本が大いに危機感を
募らすこととなった。しかし、初
動の遅れはあったものの、もとも
と高い技術力を有していた日本

メーカーは大学・公的研究機関と
のプロジェクト研究のもとに高性
能機器の開発に成功し、収差補正
発明から十数年が経った現在、十
分世界のトップレベルに比肩する
に至っている。一時期は米国 FEI
社の著しい攻勢を受けた世界市場
も、徐々に鎮静化・回復へと向か
いつつある。
　電子顕微鏡の歴史を顧みれば、
ドイツの発明を、後追いではあり
ながらも日本が高い技術力で先達

を追い越し、自らのお家芸とした
経緯がある。冷静に見れば、収差
補正機開発の初期動向においても
同じことが繰り返されているにす
ぎない。すなわち、電子顕微鏡、
収差補正レンズともにその発明自
体は海外である。特に収差補正機
は、ドイツ、英国の 50 年にわたる
基礎研究が結実した産物であるこ
とを再認識すべきである。世界の
科学先進国となった日本の技術を、
もはや「物真似」と揶揄する声はな
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いが、科学大国となった日本が次
に成すべきは、既存技術の短期的
開発だけにとどまらず、ゼロから
新しいものを生み出す真の発明・
発見であろう。それには、中長期
的展望で基礎科学を継続的に、忍
耐強くサポートしていく体制が必
要である。対投資効果や短期成果
主義のみでの判断は、本来得るべ
き将来の大きな実りを逸する危険

性を孕んでいる。このことを、日
本は過去の経験から学ばなければ
いけない。収差補正電子顕微鏡を
軸にした多様な計測法の展開は、
近い将来に必ずや大きな発明・発
見が見込まれる領域である。次回
こそ日本発で新技術を発信するた
めにも、各専門分野に跨がる研究
者間のネットワークを強め、そこ
でのオープンな討論を通して、横

断的な基礎力強化を図るための枠
組みの構築が急務であると考えら
れる。
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